
第 76 回 定 時 株 主 総 会
ウ ェ ブ サ イ ト 掲 載 事 項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

第76期　（2017年4月1日から2018年3月31日まで）

上記の事項につきましては、法令および定款第13条に基づき、当社
ウェブサイト（https://www.advantest.com/investors）に掲載する
ことにより、株主の皆様にご提供いたしております。
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■連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（１）連結計算書類の作成基準

当社の連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下「IFRS」）に
準拠して作成しております。なお、同項後段の規定に準拠して、IFRSにより要請される記載および注
記の一部を省略しております。

（２）連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
・	連結子会社の数			30社
・	主要な連結子会社の名称は、事業報告の「１．企業集団の現況（３）重要な子会社の状況」に記載し
ているため、省略しております。

（３）重要な会計方針に関する事項
①現金および現金同等物
現金および現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、か
つ価値の変動について僅少なリスクしか負わない（取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する）短
期投資から構成されております。

②棚卸資産
棚卸資産の取得原価には、購入原価、加工費、および棚卸資産が現在の場所および状態に至るま
でに発生したその他の全ての原価が含まれております。
棚卸資産は当初認識後において取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い金額で測定します
が、正味実現可能価額が取得原価を下回る場合にはその差額を評価減として費用認識しておりま
す。原価の算定に当たっては、総平均法を使用しております。また、正味実現可能価額は、通常
の事業過程における予想売価から、完成に要する見積原価および販売に要する見積費用を控除し
て算定しております。
③金融資産
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産		 	金融資産が、売買目的で保有または純損益を

通じて公正価値で測定する金融資産に指定さ
れた場合、純損益を通じて公正価値で測定す
る金融資産に分類されます。純損益を通じて
公正価値で測定する金融資産に分類された金
融資産については、公正価値で測定し、関連
する変動は純損益として認識されます。

貸付金および債権		 	固定または決定可能な支払金額が付された、
活発な市場での公表価格がない金融資産は、
貸付金および債権として分類しております。貸
付金および債権には、営業債権およびその他
の債権が含まれております。これらは、当初認
識時において公正価値に直接取引費用を加算
して測定しております。当初認識後は、実効
金利法による償却原価（減損損失控除後）で測
定し、償却額は金融収益として純損益で認識
しております。

売却可能金融資産		 	非デリバティブ金融資産のうち、当初認識時に
売却可能に指定されたもの、または他のいず
れの金融資産の区分にも分類されないものは、
売却可能金融資産に分類しております。これ
らは、当初認識時において公正価値に直接取
引費用を加算して測定しております。当初認
識後は公正価値で測定し変動額をその他の包
括利益で認識し、その他の資本の構成要素と
して表示しております。
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デリバティブ金融資産		 	デリバティブは公正価値で当初認識しており、
当初認識後は	公正価値で測定しております。
デリバティブがヘッジとして指定されない場合、
利益または損失は変動のあった期間の損益とし
て計上されます。

④有形固定資産（リース資産を除く）
土地等の償却を行わない資産を除き、各資産はそれぞれの見積耐用年数にわたって定額法で減価
償却を行っております。

⑤のれんおよび無形資産
のれんは償却を行わず、耐用年数を確定できる無形資産（リース資産を除く）は、当該資産が使用
可能な状態になった日から見積耐用年数にわたって定額法で償却を行っております。

⑥減損
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類されない金融資産については、その金融資産
または金融資産グループが減損している客観的証拠があるかどうかを評価し、ある場合には減損損
失の金額を算定しております。有形固定資産、のれんおよび無形資産については、減損の兆候が
存在する場合に、減損テストを行っております。のれんについては、減損の兆候が存在する場合の
ほか、年次で減損テストを行っております。減損損失は、資産、資金生成単位（CGU）またはCGU
グループの回収可能価額が帳簿価額を下回った場合に認識しております。
⑦引当金の計上基準
引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが、合理的に見積り可能である法的または推
定的債務を有しており、その債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高い場合
に認識しております。
貨幣の時間的価値の影響が重要な場合には、引当金額は債務の決済に必要と見込まれる支出の現
在価値で測定しています。

⑧退職後給付
当社および一部の子会社は、ほぼすべての従業員を対象とする確定給付型の退職給付制度を有し
ており、確定給付制度債務の現在価値および関連する当期勤務費用ならびに過去勤務費用は予測
単位積増方式を使用して制度ごとに個別に算定しております。割引率は、従業員に対する退職給
付の支払見込期間と概ね同じ満期日を有する期末日の優良社債の利回りを使用しております。退職
給付制度に係る負債または資産の純額は、確定給付制度債務の現在価値から、制度資産の公正価
値を控除して算定しております。確定給付制度に係る負債または資産の純額の再測定は、発生した
期においてその他の包括利益として一括認識し、直ちに利益剰余金に振り替えております。また、
過去勤務費用は発生時に全額純損益として認識しております。

⑨外貨換算
在外活動営業体の資産および負債項目は決算日の為替レートにより、収益および費用項目は期中
平均レートにより換算し、その結果生じる為替換算差額はその他の包括利益で認識し、その他の資
本の構成要素として計上しております。

⑩連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

2．連結財政状態計算書に関する注記
（１）貸倒引当金	 51百万円
（２）有形固定資産の減価償却累計額	 54,806百万円
（減損損失累計額を含みます。）
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４．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については信用度の高い金融機関に対する短期的な預金等に限定してお
ります。
受取手形および売掛金に係わる顧客の信用リスクは、与信管理基準に沿ってリスク低減を図っており
ます。また、売却可能金融資産は主として株式であり、公正価値の把握を行っております。さらに、
年に一回、株式等については継続保有の見直しを行っています。なお、デリバティブは資金管理要領
に従い、信用度の高い金融機関との間で、為替相場の変動リスクに対処する実需の範囲で行うことと
し、投機的な目的での取引は行っておりません。

（２）金融商品の公正価値等に関する事項
2018年3月31日(当期の連結決算日)における帳簿価額、公正価値およびこれらの差額については、
次のとおりであります。なお、連結財政状態計算書上において公正価値で測定する金融商品、公正
価値と帳簿価額がほぼ同額の金融商品は、次の表に含めておりません。

(単位：百万円)

(*)	負債に計上されているものについては、(	)で示しております。

(注)金融商品の公正価値の算定方法に関する事項
転換社債型新株予約権付社債の公正価値については、資本への転換オプションがない類似した社債を参考に公正価値を算定しております。	

５．１株当たり情報に関する注記
1株当たり親会社所有者帰属持分	 696円04銭
基本的１株当たり当期利益	 101円94銭

６．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

７．その他の注記
記載金額は百万円未満を四捨五入で表示しております。

帳簿価額(*) 公正価値(*) 差額

社債 (29,872) (29,969) (97)

3．連結持分変動計算書に関する注記
（１）当連結会計年度末における発行済株式の数	 普通株式	 199,566,770株
（２）剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日
2017年5月22日
取締役会 普通株式 2,122百万円 12円 2017年3月31日 2017年6月2日

2017年10月25日
取締役会 普通株式 1,597百万円 9円 2017年9月30日 2017年12月1日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日
2018年5月22日
取締役会 普通株式 利益剰余金 4,118百万円 23円 2018年3月31日 2018年6月4日

（３）当連結会計年度末において発行している新株予約権
（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）
2016年7月27日取締役会決議に基づくもの	 普通株式	 1,247,000株
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■個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）有価証券の評価基準および評価方法

①子会社株式		 	移動平均法による原価法
②その他有価証券
時価のあるもの		 	決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの		 	移動平均法による原価法

（２）棚卸資産の評価基準および評価方法
主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）を採用しております。

（３）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産		 	定額法
②無形固定資産		 	定額法

ただし、ソフトウエア（自社利用）については、社内における見込利用可能
期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

（４）引当金の計上基準
①貸倒引当金		 	売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②製品保証引当金		 	無償保証期間中の修理費用等をその発生した期間に正しく割り当てられる
ように処理するため、過年度の売上高に対して発生した次年度の修理費用
の発生率等を基礎として、翌事業年度に発生する見積額を計上しておりま
す。

③役員賞与引当金		 	役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当事業年度
に対応する見積額を計上しております。

④退職給付引当金		 	従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務お
よび年金資産の見込額に基づき計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法
により按分した額を費用処理することとしております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から
費用処理することとしております。

（５）消費税等の処理方法
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（６）連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

２．表示方法の変更に関する注記
(貸借対照表)
『税効果会計に係る会計基準』の一部改正の早期適用に伴い、繰延税金資産は、投資その他の資産に
区分掲記しております。
(損益計算書)
前事業年度において、特別利益に区分掲記しておりました「新株予約権戻入益」は、金額が僅少となっ
たため、当事業年度より営業外収益の「その他の営業外収益」に含めております。
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3．貸借対照表に関する注記
（１）有形固定資産の減価償却累計額	 21,852百万円

（２）関係会社に対する短期金銭債権	 21,502百万円
関係会社に対する長期金銭債権	 200百万円
関係会社に対する短期金銭債務	 49,580百万円

4．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売上高	 125,076百万円
仕入高	 54,915百万円
営業取引以外の取引高	 16,702百万円

5．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の数

普通株式	 20,539,246株

6．税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(単位：百万円)
繰延税金資産	
棚卸資産評価損	 2,900
研究開発費	 2,737
退職給付引当金	 4,872
固定資産	 4,247
繰越欠損金	 24,876
その他	 3,139
繰延税金資産　小計	 42,771
繰越欠損金に係る評価性引当額	 △22,481
将来減算一時差異等に係る評価性引当額	 △11,446
評価性引当額　小計	 △33,927
繰延税金資産　合計	 8,844
繰延税金負債
退職給付信託設定益	 △47
その他	 △2
繰延税金負債　合計	 △49

繰延税金資産の純額	 8,795
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7．関連当事者との取引に関する注記
（１）親会社および法人主要株主等

該当事項はありません。

（２）役員および個人主要株主等
該当事項はありません。

（３）子会社等

取引条件および取引条件の決定方針
　1.	売上については、市場価格等を参考に価格を決定しております。
　2.	預り金については、市場金利を勘案して利率を決定しております。

8．１株当たり情報に関する注記
　１株当たり純資産額	 	865円73銭
　１株当たり当期純利益	 148円11銭

9．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

10．その他の注記
　記載金額は百万円未満を四捨五入で表示しております。

会社名称 住所 資本金 事業の内容
議決権等の
所有割合

（％）

関係内容 取引の
内容

取引
金額
(百万円)

科目
期末
残高
(百万円)

役員の
兼任等

事業上の
関係

Advantest
America,	Inc.

米国
カリフォルニア州

千米ドル
4,059

テストシステム等の
開発・販売 100.0 あり 当社製品の

開発・販売

売上 37,820 売掛金 3,180

金銭の							
預り − 預り金 4,740

Advantest
Europe
GmbH

ドイツ
ミュンヘン

千ユーロ
10,793

テストシステム等の
開発・販売 100.0 あり 当社製品の

開発・販売
配当の			
受取 9,536 − −

Advantest
Taiwan	Inc.

台湾
新竹縣

千ニュータイワンドル
760,000

テストシステム等の
販売 100.0 あり 当社製品の

販売

売上 51,847 売掛金 14,035

金銭の							
預り − 預り金 4,980

Advantest
(Singapore)
Pte.	Ltd.

シンガポール 千シンガポールドル
15,300

テストシステム等の
販売 100.0 あり 当社製品の

販売

配当の				
受取 4,600 − −

支払利息 470 − −

金銭の		
預り − 預り金 32,145


